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はじめに 

 

 

 

 

 和歌山県では、5 年毎に産業連関表を刊行している次第ではありますが、使用方法が難しく理解し

にくいという先入観からか、利用については積極的で無かったと考えられます。 

 この産業連関表は、経済の構造分析や需要の波及効果の計測などを始め、既存の統計資料では究明

が困難な経済分析に対して、効果的な分析方法とデータを提供しています。 

 昨今の日本の情勢を考慮しますと、計画的な投資という面がより一層重要視されてくると考えられ

ます。そのため、この産業連関表を今後の投資計画等の分析に利用して頂ければと考えております。 

 そこで、今回の「平成12年（2000年）和歌山県産業連関表」を刊行するに際して、慣れ親しん

で頂くことを目的に簡単な説明書ということで、この参考資料を作成させて頂きました。 

 この参考資料が産業連関表への理解と関心を深め、各方面で活用されるきっかけとなれば幸いです。 
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１ 産業連関表があらわすもの 

 

 

（１）産業連関表とは 

私たちの日常生活は、いろいろな物を消費したりサービスの提供を受けること（取引）によって

成り立っています。一方、このような物やサービスを供給する側の産業では、他の産業から原材料

を仕入れ（取引）、製品をつくり、販売することを繰り返しながら生産活動を行っています。 

  このように、家計と産業及び産業間相互は、取引を通して密接な依存関係にあることがわかりま

す。産業連関表は、これらの経済活動の様子を一望のもとにおさめようとの意図を持って作成され

た、経済取引の一覧表ともいうべきものです。 

  対象期間は通常１年間（暦年）で、一定地域（和歌山県・国等）の経済活動に限定されています。 

  また、この表は各産業の投入（Input）と産出（Output）をあらわしているので、投入産出表（Input

－Output Tables 別名Ｉ－Ｏ表）とも呼ばれています。 

 

 

（２）産業連関表の沿革 

  産業連関表は、ロシア生まれのアメリカの経済学者Ｗ．レオンチエフ（1906～1999）によっ

て考え出されました。彼がアメリカ経済を対象とした世界で初めての産業連関表の作成を開始し、

1936年（昭和11年）に最初の研究の成果を発表してからすでに半世紀以上が過ぎましたが、現

在も高い評価を得ています。 

  特に、アメリカで第２次世界大戦後の経済予測にこの産業連関表が用いられ、予測精度の高さが

実証され、その高い実用性から世界各国で作成されるようになりました。 

  その後、産業連関表に対する業績が認められ、1973年（昭和48年）にノーベル経済学賞を受

賞しています。 

 

 

 

 

２ 産業連関表のしくみと見方 

 

 

 経済取引の一覧表ともいえる産業連関表の見方を、図１のひな形を使って見てみましょう。 

 

  

① タテの「列」方向に沿って読む。 

   この表をまず、タテ方向に見てみましょう。 

   これは、買い手としての表頭の各産業が、生産のために必要とした物やサービスの費用構成（「投

入」といいます）をあらわしています。買い手の立場からいうと、「どこから、どれだけ買ったか」

を示すものです。 

   表側には、原材料等の商品を供給する産業と生活活動にともなって支払われた賃金（雇用者所

得）や企業の利潤（営業余剰）などが並んでいます。産業連関表をタテ方向に見れば、生産のた

めに何をどれくらい必要としたかが、わかるようになっています。 

 

 



 

 

 

 

 

 

   このうち使用した原材料などのことを「中間投入」といい、生産活動によって付け加えられた

価値のことを「粗付加価値」といいます。 

 

＜タテのバランス式＞ 

県内生産額＝中間投入額＋粗付加価値額 

 

 

  ② ヨコの「行」方向に沿って読む。 

   次にヨコ方向に見てみましょう。 

   これは売り手としての表側の各産業にとっての商品の販路先（「産出」といいます）をあらわし

ています。売り手の立場からいうと、「どこへ、どれだけ売ったか」を示すものです。 

   このうち、各産業への原材料などとして販売されたものを「中間需要」といいます。家計など

で消費されたり、県内外の需要に応じて販売したりするものを「最終需要」といいます。 

   また、「最終需要」のうち「県内最終需要」とは、県内における家計や政府などの消費と企業な

どの投資の合計をあらわしています。 

   「移輸出」は、県内で生産した商品を県（国）外の需要に応じて販売した額をあらわし、輸出

と移出（国内の自県以外へのもの）を合計したものです。 

   これに対し、「移輸入」は県内の生産だけでは需要を満たしきれない場合に、その分だけ県外か

ら生産物を購入した額をあらわし、輸入と移入（国内の自県以外からのもの）を合計したもので

す。 

 

＜ヨコのバランス式＞ 

県内生産額＝中間需要額＋最終需要額－移輸入額 

 

図１   産業連関表のひながた 
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３ 産業連関表による分析 

 

 

 産業連関表は、表作成年次の経済構造を分析するのに役立つだけでなく、これを加工して導き出さ

れるデータを使って、産業相互間の全体的な関連をあらかじめ念頭におかなければ解決できないよう

な問題、たとえば 

  ①需要の変化による波及効果の測定 

  ②特定の施策による波及効果の測定 

  ③経済計画などを策定するための効果予測 

などを行うことができます。 

 

 

 

（１）産業連関分析の３つの道具 

  産業連関分析を行うには、次の３表が基本となります。  

  ①産業連関表 

  ②投入係数表 

  ③逆行列係数表 

  これらの表は、①産業連関表が基礎となって②投入係数表が導かれ、③逆行列係数表はそれをも

とに産出されます。産業連関表が経済の構造（かたち）をあらわし、投入係数表と逆行列係数表は、

経済の機能（はたらき）を分析するのに利用されます。 

 

  ①産業連関表はすでに説明したとおりですので省略し、ここでは②投入係数表と③逆行列係数表

について説明します。 

 

 

 

（２）投入係数表 

  「投入係数」とは、産業連関表をタテ方向の費用の構成に着目したもので、「ある産業で、生産物

を１単位生産するのに必要な各産業からの原材料投入の構成を示す係数」です。 

  求め方は、各産業のタテの原材料投入額をそれぞれの産業の県内生産額で除したものです。 

  この投入係数を使うと、ある産業に生じた需要が生産技術的関係（投入係数）に基づいて、次々

各産業の生産を誘発していく様子がわかります。 

  例えば、自動車産業に対する需要が１割増加すると、自動車産業は増産のため、必要な原材料を

１割増やします。すると、自動車産業に原材料を供給している各産業は、その需要に応えるため、

その分だけ生産を増加しなければならなくなります。 

  このようにして関連する各産業の間に次々に需要が伝わっていきます。これを波及効果といいま

す。 

  それでは、投入係数を表１の簡単な２部門の産業連関表を用いて、計算してみましょう。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

表１  ２部門の産業連関表の仮設例 

 

 

 

例えば、農業について見てみると、農業は１００億円の生産をするためには自部門から１０億円、

製造業から４０億円の原材料を投入しており、農業の生産物１単位あたりの投入量は、 

    農業から      １０億円÷１００億円＝０．１ 

    製造業から     ４０億円÷１００億円＝０．４ 

 となります。 

  同様にして製造業は、 

    農業から        ２０億円÷２００億円＝０．１ 

    製造業から     １００億円÷２００億円＝０．５ 

 となります。 

  これをまとめたものが表２です。 

 

表２  投入係数表 

 

 

 

 

（３）投入係数による生産波及の測定 

  今、農業に対する最終需要が１単位増加したとすると、農業はまず、その１単位の生産を行うこ

とが必要となります。しかし、その生産を行うためには原材料等が必要となり、農業は表２の投入

係数に従って、農業に対して０．１単位、製造業に対して０．４単位の原材料等の中間需要を発生

させます。これが「第１次の生産波及」です。 

  需要をうけた農業、製造業は、それぞれ０．１単位、０．４単位の生産を行うにあたって、さら 

 

 

（単位：億円）

農　業 製造業

農　業 10 20 70 100

製造業 40 100 60 200

50 80

100 200

 県内生産額

中 間 投 入

県内生産額

最　終　需　要

粗付加価値

中　間　需　要産　出

投　入

農　業 製造業

農　業 0.1 0.1

製造業 0.4 0.5

0.5 0.4

1.0 1.0

中 間 投 入

粗付加価値

県内生産額

中　間　需　要産　出

投　入



 

 

 

 

 

 

にそれぞれの投入係数に従って「第２次の生産波及」を誘発します。このような生産波及は、ゼロ

に収束するまで無限に続けられ、その結果として、各産業の生産額は、それぞれの投入係数を用い

て逐次計算していくことにより、その総和として計算することができるようになっています。 

 

 

  例えば、農業に１５０億円、製造業に３００億円の需要が起きた場合、農業、製造業が最終的に

どのくらいの生産になるのかを表２の投入係数を用いて計算してみましょう。 

 

 

   第１次波及 

     ・農 業  150 億円×0.1＋300億円×0.1＝45億円 

     ・製造業  150 億円×0.4＋300億円×0.5＝210億円 

   第２次波及 

     ・農 業  45 億円×0.1＋210億円×0.1＝25.5 億円 

     ・製造業  45 億円×0.4＋210億円×0.5＝123億円 

   第３次波及 

     ・農 業  25.5 億円×0.1＋123億円×0.1＝14.9 億円 

     ・製造業  25.5 億円×0.4＋123億円×0.5＝71.7 億円 

 

 以下同じ計算を繰り返し行い、第１５次波及まで計算し、まとめたものが表３です。 

 

表３  波及効果 

 

 

 

 

 

  このように、農業に１５０億円、製造業に３００億円の需要があった場合、究極的には農業に２

５６．１億円、製造業に８０４．７億円の生産が誘発されたことを示しています。 

 

 

 

１次 ２次 ３次 ４次 ５次

農　業 150 45.0 25.5 14.9 8.7 5.0

製造業 300 210.0 123.0 71.7 41.8 24.4

直接効果
間　　接　　効　　果

区　分

6～15次 小　計

農　業 7.0 106.1 256.1

製造業 33.9 504.7 804.7

区　分
間　　接　　効　　果

合　計



 

 

 

（４）逆行列係数表 

前記（３）の繰り返し計算によっても、最終需要の変化に伴う波及効果測定はできます。しかし、

仮説例のような２部門であれば計算も簡単ですが、実際の産業連関分析になると少ない部門でも３

２部門もあり、その都度手計算では作業も大変です。 

  そこで、ある部門に需要が生じた場合、各部門に対してどのような影響を与え、各部門の生産が

究極的にはどれだけになるかを、あらかじめ係数によって知ることができるようにしておいたもの

が、「逆行例係数」です。 

  逆行例係数とは、「ある産業に１単位の需要が生じると、直接・間接の波及効果により、各産業の

生産額が最終的にどれくらいになるかを示す係数」です。 

  この逆行例係数は投入係数から数学的に求められます。逆行例係数という名称も数学上の表現か

らきたものです。 

 

 

 

（５）逆行列係数の求め方 

  それでは、逆行列係数を求めてみましょう。 

  先ほどの表１の産業連関表をヨコ方向にみると 

 

 

（中間需要）     （最終需要） （県内生産額） 

    農 業 10億円 ＋  20 億円 ＋ 70 億円 ＝  100 億円 

    製造業 40億円 ＋ 100億円 ＋ 60 億円 ＝  200 億円･･･① 

 

 となります。 

  この①式を投入係数を使ってあらわすと、 

 

 

    0.1×100億円＋0.1×200億円＋70億円＝100億円 

    0.4×100億円＋0.5×200億円＋60億円＝200億円･･･② 

 

 となります。 

  ここで農業、製造業の県内生産額をＸ1、Ｘ2、同様に最終需要をＦ1、Ｆ2とおくと、 

 

 

0.1Ｘ１＋0.1Ｘ2＋Ｆ1＝Ｘ1 

0.4Ｘ１＋0.5Ｘ2＋Ｆ2＝Ｘ2･･･③ 

 

 となります。 

  先の（３）の例をこの方程式であらわしたものが次の式です。 

  Ｆ1＝150、Ｆ2＝300を③式に代入すると 

 

0.1Ｘ1＋0.1Ｘ2＋150＝Ｘ1 

0.4Ｘ1＋0.5Ｘ2＋300＝Ｘ2･･･④ 

 



 

 

 

 

 

 

 となり、これを解くと、Ｘ1＝256.1、Ｘ2＝804.7 となり、同じ結果になります。 

  さて、先の③式を「行列」であらわすと、 

 

 

   0.1 0.1    Ｘ1      Ｆ1     Ｘ1 

                 ＋      ＝ 

    0.4 0.5    Ｘ2      Ｆ2     Ｘ2 

 

 となります。ここで 

 

 

    0.1 0.1      Ｘ1      Ｆ1 

          ＝Ａ      ＝Ｘ      ＝Ｆ 

    0.4 0.5      Ｘ2      Ｆ2 

 

 とおくと 

 

 

        ＡＸ＋Ｆ＝Ｘ 

 

 となり、これをＸについて解くと、 

 

 

        Ｘ＝（Ｉ－Ａ） Ｆ･･･⑤ 

 

 となります。 

 

  この（Ｉ－Ａ） が逆行列で、⑤式は最終需要Ｆに逆行列（Ｉ－Ａ） を乗じることにより、生

産額Ｘを求めることができることをあらわしています。 

  そこで、逆行列（Ｉ－Ａ）  を数学的計算で求めると、 

 

 

               1.2195 0.2439 

     （Ｉ－Ａ） ＝ 

               0.9756 2.1951 

 

 となり、これを表にまとめたものが表４の逆行列係数表です。 

 

 

 

 

-1 -1 
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表４   逆行列係数表 

 

 

 

  さきほど④式により投入係数を使って求めたＦ1＝150億円、Ｆ2＝300億円の最終需要に対す

る生産額を、表４の逆行列係数を使って計算してみると、 

 

 

   Ｘ1（農 業）＝ 1.2195 × 150 ＋ 0.2439 × 300 ＝ 256.1 

   Ｘ2（製造業）＝ 0.9756 × 150 ＋ 2.1951 × 300 ＝ 804.9 

 

 とすぐに計算でき、表３とほぼ同じ結果になります。 

  表４の逆行列係数表を、各産業ごとにタテ方向にみると、どの産業にどれだけの生産波及効果を

及ぼすかを示しています。そして列和（タテ方向の合計）の値が、「ある産業に１単位の需要が生じ

た場合に、最終的にどの位の生産が誘発されるか」を示しています。 

  この例では、農業に発生した１単位の最終需要によって、農業で 1.2195、製造業で 0.9756、

合わせて（列和）2.1951 であり、同じく製造業に発生した１単位の最終需要によって、農業で

0.2439、製造業で2.1951、合わせて（列和）2.4390の生産が誘発されることになり、製造業

のほうが生産誘発効果が大きいことがわかります。 

  なお、逆行列係数にはいろいろな型がありますが、代表的な２つの型について説明します。 

 

 

 

 

  ①（Ｉ－Ａ）  型 

   最終需要によって誘発される生産は、すべて県内で賄われるとする封鎖型経済を想定したもの

（国内や県外からの移輸入は考慮しない）。県内の中間需要を県内産品でほとんど賄っているとき

には有効なモデルです。 

 

 

 

  ②〔Ｉ－ （Ｉ－ Ｍ）〕 型 

   移輸入品を除き、県内生産品のみに対する生産波及を計算するモデル。一般的には、このモデ

ルによる逆行列係数表がよく利用されています。 

 

 

 

　 農　業 製造業

農　業
1 .2195 0 .2439

製造業 0 .9756 2 .1951

列　和 2 .1951 2 .4390

-1 

-1 

^



 

 

 

４ 仮設例による産業連関分析 

 

 

 前項までは、産業連関表のしくみやはたらきなどの基本的な事項について説明してきましたが、こ

こでは前項までに説明した各種の係数を利用して、仮設例をもとに波及効果分析を行います。 

 波及効果分析は、「生産波及効果」と「価格波及効果」に大別されますが、ここでは「生産波及効果」

を取り上げます。 

 実際の波及効果分析では、分析の対象が何かによって、部門の設定や与件データとしての需要額の

与え方など、分析の手法や手順などがかなり違ってきますので、ここでは分析がどう行われるか、ま

た各係数がどう利用されるか理解してもらうために、一般的な仮設例をもとに進めていくことにしま

す。 

 

 

 ※ 説明を簡単にするために、平成12年の産業連関表の１３部門各種係数表を使って説明します。

また、分析手法も説明の都合上、簡単な分析手法で行い、電卓を使ってできる範囲とします。 

 

※ 県内生産に対する誘発分だけを計算することができるため、逆行行列係数は、県内経済を開放

経済とみなした 〔Ｉ－（Ｉ－Ｍ）〕 型を使用します。 
 
 ※ 四捨五入の関係で、合計と内訳の計が一致しない場合があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）最終需要の変化による波及効果 
 
 
 ＜特定産業に対する最終需要が変化した場合＞ 
  仮設例１ 
県内で製造業に対する県内最終需要が100億円増加した場合、最終的に

県内の産業にどれくらい影響があるか 

 

 

  仮設例１は、逆行列係数を使って計算できる最も基本的な事例です。製造業に対して、県内最終

需要が 100 億円増加した場合、そのすべてを県産品で賄うわけでなく、移輸入の増加によって賄

われるものもあります。 

 

 

-1 ^



 

 

 

 

 

 

  ①県産品需要額を求める。 

   製造業の需要額に県産品自給率を乗じて、県産品需要額を求めます。 

 

   県産品自給率＝1―移輸入率 

         ＝1－（移輸入額÷県内需要額） 

 

   県産品自給率＝1－（1,322,191÷2,139,039） 

         ＝0.3819 

 

   県産品需要額＝需要額×県産品自給率 

 

   県産品需要額＝10,000（百万円）×0.3819 

         ＝3,819（百万円） 

 

 

②生産誘発額を求める。 

 県産品需要額 38 億 19 百万円に逆行列係数表の製造業部門（列）の係数を乗じて、県内の生

産誘発額を求めます。 

 

 

生産誘発額＝県産品需要額×逆行列係数 

 

 

 

 

　　　　　（単位：百万円）

01 農林水産業 0.018193 69

02 鉱業 0.002699 10

03 製造業 1.164284 4,446

04 建設 0.006775 26

05 電力・ガス・水道 0.022004 84

06 商業 0.030785 118

07 金融・保険 3,819 0.021735 83

08 不動産 0.005536 21

09 運輸 0.032087 123

10 通信・放送 0.006236 24

11 公務 0.000000 0

12 サービス 0.062497 239

13 分類不明 0.007181 27

3,819 5,270

生産誘発額県産品需要額
製造業の
逆行列係数

部　　門　　別

合　　計



 

 

 

 

 

 

  ③粗付加価値誘発額を求める 

   この生産誘発額は当然、粗付加価値を誘発します。粗付加価値額は各産業別の生産誘発額に粗

付加価値率を乗じて求めます。 

 

 

   粗付加価値誘発額＝生産誘発額×粗付加価値率 

 

 

 

 

 

 

   この結果、製造業に対する需要が 100 億円増加した場合、県内生産誘発額は 52 億 70 百万

円、うち粗付加価値誘発額は20億 65百万円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　（単位：百万円）

01 農林水産業 69 0.604597 42

02 鉱業 10 0.449787 5

03 製造業 4,446 0.357740 1,591

04 建設 26 0.463804 12

05 電力・ガス・水道 84 0.511894 43

06 商業 118 0.692138 81

07 金融・保険 83 0.679129 56

08 不動産 21 0.874940 18

09 運輸 123 0.409176 50

10 通信・放送 24 0.622343 15

11 公務 0 0.771832 0

12 サービス 239 0.635377 152

13 分類不明 27 0.000000 0

5,270 2,065

粗付加価値
誘発額

合　　計

部　　門　　別 生産誘発額 粗付加価値率



 

 

 

 ＜特定の最終需要項目の額が変化した場合＞ 

  仮設例 2 

所得税の減税により100億円の雇用者所得の増加となった。この場合の

波及効果はどれくらいか。 

 

 

  仮設例 1では、特定産品に対する最終需要額の変化でしたが、今回は民間消費支出という最終需

要項目の変化です。 

  ここでは、まず、減税により増加した雇用者所得のうち、どれくらいが消費に回されるかを計算

しなければなりません。 

  次に、どの産業に対して支出が増えたかがわかれば、仮設例1と同様に、各産業の県産品需要額

にその産業の逆行列係数（列）を乗じて、生産誘発額を求めます。 

  しかし、民間消費支出増加額の構成はわからない場合が多いので、ここでは産業連関表の民間消

費支出と需要構成が同じであるとみなして、生産誘発額を求めます。 

 

 

  ①民間消費支出増加額を求める。 

   一般的に、家計消費への転化に「消費性向」という指標を使って、民間消費支出増加額を求め

ます。 

 

   民間消費支出増加額＝雇用者所得増加額×消費性向 

            ＝10,000（百万円）×0.736 

            ＝7,360 

 

 

  ※消費性向とは 

   可処分所得（「実収入」から税金、社会保険料などの「非消費支出」を差し引いた額で、いわゆ

る手取り収入のこと。）に占める消費支出の割合である。ここでは、「平成 15年家計調査」（総

務省 統計局）の和歌山市勤労者世帯の数値を使用。 

 

 

②生産誘発額を求める 

 民間消費支出増加額 73 億 60 百万円に民間消費支出の生産誘発係数を乗じて、生産誘発額を

求めます。 

 

 生産誘発額＝民間消費支出増加額×生産誘発係数 

 

※生産誘発係数とは 

 最終需要項目に生じた需要が各部門の生産をどれくらい誘発するかを示す係数。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   この結果、減税による 100 億円の雇用者所得によって、県内で 63 億 87 百万円の生産が誘

発されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　（単位：百万円）

01 農林水産業 0 .011283 83

02 鉱業 0 .000403 3

03 製造業 0 .132114 972

04 建設 0 .010095 74

05 電力・ガス・水道 0 .042016 309

06 商業 0 .109854 809

07 金融・保険 7 ,360 0 .076428 563

08 不動産 0 .161444 1 ,188

09 運輸 0 .049389 364

10 通信・放送 0 .054216 399

11 公務 0 .002996 22

12 サービス 0 .213896 1 ,574

13 分類不明 0 .003673 27

7 ,360 6 ,387
合　　計

部　　門　　別
民間消費支出
増加額

民間消費支出
生産誘発係数

生産誘発額



 

 

 

（２）生産額の変化による波及効果 

 

 

 ＜企業進出の波及効果分析＞ 

  仮設例 3 

企業誘致等により、製造業の生産額が100億円増加すると見込まれる場

合、県経済に与える影響はどれくらいになるか。 

 

 

  これまでの波及効果分析との決定的な違いは、最終需要が変化するのではなく、生産額そのもの

が変化することです。 

  したがって、これまで分析に使用してきた逆行列係数は、最終需要の変化にともなう生産誘発額

を求めるものであり、生産額そのものの変化による波及効果分析には使用できません。 

  そこで、特定産業の外生化（除外）という作業が必要となります。特定産業の外生化とは、その

特定産業は間接的な影響をまったく受けないと仮定することで、通常、簡略計算法が用いられます。 

  なお、今回の例では、生産額の増加だけでなく、土地造成、工場建設及び産業機械の購入等につ

いての生産誘発額を求めることにより、さらに詳細な波及効果を求めることができますが、ここで

は省略します。 

 

 

  ①交点で割り戻した逆行列を求める。 

   製造の逆行列を、製造業のタテ（列）とヨコ（行）の交点の逆行列係数で割り戻す。 

 

   交点で割り戻した逆行列係数 

   ＝特定産業の列部門の逆行列係数÷列と行の交点の逆行列係数 

 

製造業の列と

行の交点の逆

( A ) 行列係数 ( B ) ( C )=( A )÷( B )

01 農林水産業 0.018193 0.015626

02 鉱業 0.002699 0.002318

03 製造業 1.164284 1.164284 1.000000

04 建設 0.006775 0.005819

05 電力・ガス・水道 0.022004 0.018899

06 商業 0.030785 0.026442

07 金融・保険 0.021735 0.018668

08 不動産 0.005536 0.004755

09 運輸 0.032087 0.027559

10 通信・放送 0.006236 0.005356

11 公務 0.000000 0.000000

12 サービス 0.062497 0.053679

13 分類不明 0.007181 0.006167

製造業の
逆行列係数

生産誘発額
部　　門　　別



 

 

 

 

 

 

  ②生産誘発額を求める 

   増加が見込まれる生産額に割り戻した逆行列係数を乗じて、生産誘発額を求めます。 

   また、製造業は外生化し、自部門からの原材料の調達がないと仮定しているため、生産誘発額

は生産増加額の100億円だけとなります。 

 

 

   生産誘発額＝生産増加額×割り戻した逆行列係数 

 

 

 

 

 

 

   この結果から、100億円の生産増加による生産誘発額は118億 53百万円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　（単位：百万円）

生産増加額 割り戻した 生産誘発額

( D ) 逆行列係数( C ) ( E )=( D )×( C )

01 農林水産業 0.015626 156

02 鉱業 0.002318 23

03 製造業 10,000 1.000000 10,000

04 建設 0.005819 58

05 電力・ガス・水道 0.018899 189

06 商業 0.026442 264

07 金融・保険 0.018668 187

08 不動産 0.004755 48

09 運輸 0.027559 276

10 通信・放送 0.005356 54

11 公務 0.000000 0

12 サービス 0.053679 537

13 分類不明 0.006167 62

10,000 11,853

部　　門　　別

合　　計



 

 

 

  仮設例 4 

仮設例 3 で求められた生産誘発額によって粗付加価値額や雇用者所得は

どれくらい誘発されるか。 

 

 

  仮設例 3で求めた生産誘発額の中には、原材料のほか、人件費（雇用者所得）や企業の利潤（営

業余剰）なども当然含まれています。 

 

 

  ①雇用者所得を求める 

   雇用者所得が、どれくらい誘発されるかは、各部門の生産誘発額に雇用者所得率を乗じて求め

ます。 

   粗付加価値誘発額を求める場合も、求め方は同じです。 

   （仮設例 1の③を参照して下さい。） 

 

   雇用者所得率＝雇用者所得額÷県内生産額 

 

   雇用者所得誘発額＝生産誘発額×雇用者所得率 

 

 

 

 

 

   この結果から、仮設例 3 で求めた生産誘発額 118 億 53 百万円のうち、19 億 93 百万円が

雇用者所得誘発額となります。 

 

 

　　　　　（単位：百万円）

01 農林水産業 156 0.102363 16

02 鉱業 23 0.100813 2

03 製造業 10,000 0.139511 1,395

04 建設 58 0.284727 17

05 電力・ガス・水道 189 0.198925 38

06 商業 264 0.488099 129

07 金融・保険 187 0.344872 64

08 不動産 48 0.032976 2

09 運輸 276 0.263823 73

10 通信・放送 54 0.264381 14

11 公務 0 0.472575 0

12 サービス 537 0.454349 244

13 分類不明 62 0.000000 0

11,853 1,993
合　　計

部　　門　　別 生産誘発額 雇用者所得率
雇用者所得
誘発額



 

 

 

  仮設例 5 

誘発された雇用者所得は、県内の生産にどれくらいの影響を与えるか。 

 

 

  生産の誘発によって新たに生み出された雇用者所得は、家計の消費支出の増加となって、再び県

内の生産を誘発します。この家計消費による生産誘発を「第2次間接効果」といいます。 

  この家計消費と生産誘発のメカニズムは、家計消費増加→生産誘発→雇用者所得誘発→家計消費

増加→生産誘発･･････のサイクルにより、3次、4次と続いていきます。 

  では、仮設例4で求めた雇用者所得誘発額をもとに第2次間接効果を計算してみます。 

 

 

  ①雇用者所得を家計消費に転化する 

   仮設例 2で説明したように、雇用者所得がすべて消費に回されるわけではないので、雇用者所

得誘発額に消費性向を乗じて民間消費支出増加額を求めます。 

 

   民間消費支出増加額＝雇用者所得誘発額×消費性向 

            ＝1,993×0.736 

            ＝1,467（百万円） 

 

   以上のように、雇用者所得 19 億円 93 百万円のうち、14 億 67 百万円が民間消費支出に回

されることになります。 

 

 

  ②消費額から生産誘発額を求める。（第2次間接効果） 

   まず、消費額の部門別構成を明らかにする必要があります。 

   ここでの消費額は直接効果・第1次間接効果と異なり、所得として入ったお金がどこに支出さ

れるかを示す割合で、いわば平均的な使途割合を意味しています。 

   ここでは、仮設例2と同じく支出構成は不明として、支出増加額に民間消費支出の生産誘発係

数を乗じてもとめます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   この結果、仮設例 4で求めた 19 億 93 百万円の雇用者所得誘発額は、14億 67 百万円の家

計消費支出の増加をともなって、12億 73百万円の県内生産を誘発します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　（単位：百万円）

01 農林水産業 0.011283 17

02 鉱業 0.000403 1

03 製造業 0.132114 194

04 建設 0.010095 15

05 電力・ガス・水道 0.042016 62

06 商業 0.109854 161

07 金融・保険 1,467 0.076428 112

08 不動産 0.161444 237

09 運輸 0.049389 72

10 通信・放送 0.054216 80

11 公務 0.002996 4

12 サービス 0.213896 314

13 分類不明 0.003673 5

1,467 1,273
合　　計

部　　門　　別
民間消費支出
増加額

民間消費支出
生産誘発係数

生産誘発額



 

 

 

【まとめ】 

  仮設例 3～5の直接効果・第1次間接効果、第2次間接効果の生産誘発額を合計したものが下の

表です。企業誘致等により製造業の生産が 100 億円増加した場合、第 2 次間接効果までの波及効

果は131億 26百万円となり、生産増加額100億円に対し約1.31 倍となります。 

  これが電卓でも出来る簡単な経済波及効果の推計というわけです。 

  なお、波及効果を何次効果まで計算するかについては、統一的な決まりはありませんが、通常は

第2.3 次間接効果までです。 

  また、第 3次以降の間接効果の求め方については、第2次間接効果の求め方と同じとなります。 

 

 

 

 

  最後に、産業連関表による経済波及効果分析について、補足しておきます。 

 

 

１．最終需要の発生 

  産業連関表による経済波及効果の分析は、最終需要の算出から始まります。最終需要とは、県民

または県外からの旅行者の県内での消費支出や、県（市町村）の道路建設などの公共投資、あるい

は工業製品の県外への出荷、販売等となります。 

 

２．第１次波及効果 

  １．の県内で発生した財貨、サービスの最終需要を供給するために、県内の事業所で生産活動が

始まりますが、この生産のために投入される中間原材料は、県外から購入されるものもありますが、

一部は県内で調達されます。このため、県内でこの原材料の生産が必要となります。この原材料調

達のための県内での生産活動も、第１次の波及効果となります。原材料生産には、またその原材料

の生産という循環過程が繰り返されますが、この波及効果は、最終的な波及過程までを含みます。 

  また、生産活動は、接待費等の家計外消費支出をも発生させますが、この波及効果は、第２次波

及効果で取り扱います。 

 

３．第２次波及効果 

  第１次波及効果の生産活動により、付加価値が発生しますが、このうち雇用者所得、個人業主所

得は家計部門の所得となります。家計の所得増加は、民間消費支出を増加させます。また、第１次

波及効果に伴う企業の家計外消費支出の発生は、最終需要の増加となります。これらの最終需要の

増加は、上の第１次波及効果と同じく県内での生産を誘発しますが、これが第２次の波及効果とな

ります。 

  この第２次波及効果も、生産→所得→消費→生産と循環過程を繰り返しますが、第１次と同様に、

最終的な波及過程までを含んだ効果となります。 

 

 

　　　　　　　　　（単位：百万円）

直接効果・

第1次間接効果 第2次間接効果 合　　計

生産誘発額 11,853 1,273 13,126

（生産誘発率） （約1.19倍） （約0.13倍） （約1.31倍）



 

 

 

５ 分析にあたっての留意点 

 

 

 波及効果分析は一見すると、非常に精密なデータと複雑な計算によって部門別の各種情報が得られ

るため、完全無欠の分析手段のように思われるかもしれません。 

 しかし、経済モデルはあくまでモデルであって、仮定の置き方によって結果は大きく左右されます。

よって、実際に分析結果を応用して計画を立てる場合には、以下の点に注意する必要があります。 

 

 

①投入係数は安定的である    

   産業連関表の最大のポイントは、投入係数の安定を大前提としているところです。しかし、逆

に言えばこれがウィークポイントでもあります。平成12年和歌山県産業連関表は、当然平成12

年の県経済の姿です。つまり、平成 12 年以降に製造工程の合理化やソフト化によって投入構造

が大幅に変化すれば、計算された投入係数と実態とが乖離することになり、平成 12 年の投入係

数をもとに計測された分析結果も実態と乖離することになります。 

 

②自給率も一定である 

   県外からの調達である移輸入による原材料は、需要が倍に伸びればそれ以上に伸びると考えた

方が妥当です。特に大型プロジェクトについては、そこに使用される多量の原材料は県外で調達

される場合が多くなるでしょうから、自給率を見直す必要があります。 

   また、県内の企業が成長して県内の需要を賄えるようになっても、自給率を一定とするのは、

実態にあわないと考えられます。 

 

③在庫の影響が反映されない。 

   生産の波及効果において、在庫の問題は無視できません。通常、他の企業から注文がきてもそ

の分だけを生産するのではなく、まず、在庫品から片づけていきます。つまり１単位の需要に対

して、必ずしも１単位生産しなくてもよい（１単位の需要に対し、すべてを在庫品の放出で対応

すれば生産波及効果は中断される）ことになります。 

 

④生産能力はどんな状態にも応じられる 

   各産業部門が、需要に対して十分に供給できないことも考えられます。突然の大量注文に対し

てフル操業しても追いつけなくなり、移輸入に頼ることは十分に考えられますが、各部門の生産

能力はどんな状態にでも応じられる、というのがこのモデルの前提となっています。 

 

⑤波及効果が達成される期間は不明である。 

   通常、波及効果が達成される期間は１年以内に現れると想定していますが、実際には何年で効

果が現れるか不明です。 

 

⑥第２次間接効果以降の対象を雇用者所得のみとしている 

   第２次間接効果の計算では、雇用者所得のみを対象としていますが、農家をはじめとする個人

業主の所得は、営業余剰に含まれています。本来は、これを含めて波及効果を計算すべきですが、

分割方法や計算方法が明確でないため、分析対象としていません。 
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